
　Knees bee税理士法人では、入社したその日から若手秘書「大矢藍」さんが
日々のメール対応をそつなくこなす。代表お気に入りのこの秘書は、同法人が誇
る基幹業務自動化の象徴。次なる一手も、すでに動き始めている。

これがAIの達人だ!

　社内チャットでは、若手女性職員「大
矢藍（おおやあい）」さんが今日も忙しく
働いている。不動産オーナーから日々飛
び込むLINEやメールの問い合わせに対
し、そつなく正確で丁寧な返信案を作成
し、上司である渡邊代表へすぐさま「ご
確認ください」と投げる。誤字もなく、口
調もブレない。渡邊代表お気に入りの美
人秘書だ。──ところが、この大矢藍さ
ん、実はAIである。すでに実務の最前線
で堂々と稼働しているのだ。
　不動産オーナー特化を掲げるKnees 
bee税理士法人（東京・千代田区、代表社
員＝渡邊浩滋氏・写真）のAI活用は、業界
の先頭を走る。渡邊氏自身が税理士・司
法書士でありながらアパートオーナー
でもある異色の経歴を持ち、現場目線で
ツールを磨き上げてきた。預かった証憑

資料、あるいはオーナー自身がアップ
ロードした証憑資料から、試算表の作成
にとどまらず、顧客ごとに長期の資金収
支予測まで踏み込んだ経営分析レポー
トをAIが生成。さらに、その内容を5分程
度に凝縮した解説動画まで提供する徹
底ぶりだ。基幹業務の自動化に、AIはも
はや欠かせないインフラとなった。
　藍さんの仕事ぶりを覗いてみよう。ま
ず受信メールを返信の要否でトリアー
ジし、面談調整・資料受領・税務質問など
7種類に自動分類する。返信案はClaude 
APIが秘書キャラの口調で作成し、Chat-
work上で承認フローに乗せる仕組みだ。
日程調整なら希望日時を読み取り、
Googleカレンダーの空き枠と照合して
Google Meetまで自動発行する念の入れ
ようだ。税務質問が来れば、姉妹AI「税理

士大家レンくん」に自動転送し、回答を
返信案に統合する。返信漏れは毎日10時
と17時に再通知、営業時間外メールは翌
朝送信。転送メールでは経路を判別して
受領確認の宛先まで使い分けるなど、気
配りも一級品だ。しかも、藍さんは独り
ではない。スタッフには白井凛、今井紬、
酒井七海、河合詩と、各人専属の姉妹秘
書が配備済み。代表だけの秘書ではな
く、組織全体に浸透している。
　そして次の一手が動き始めている。

「AI担当者」のデビューである。新規問い
合わせ中心の藍さんに対し、AI担当者は
既存顧問先のメール対応を担う役回り。
蓄積された膨大な不動産オーナー向け
相談ノウハウ、顧問先の基本情報、過去
のメッセージ履歴を必ず参照したうえで
返信を作成するため、精度は折り紙付き
だ。しかも、AI職員は決して辞めない。い
くら働いても、退職もない。いよいよ「本
格的」に、大変な時代が始まった。

■「第三者承継士」が100名超え

　一般財団法人日本的M&A推進財団
（福岡・中央区、代表理事＝白川正芳氏・
写真）が認定する「第三者承継士」が、全
国で着実に育っている。2026年4月1日
現在、北海道から九州まで約120名が登
録している。中小零細企業の承継を会計
事務所を中心としたネットワークが支
える――白川氏の信念が、業界に共鳴を
呼びつつある。
　白川氏は（株）楠本浩総合会計事務所
の代表として、自ら数多くのM&A案件に
携わってきた。そこで直面したのが、大
手M&A仲介業者の報酬体系と中小零細
企業の現実とのミスマッチである。経済
産業省や中小企業庁が問題視してきた
強引な勧誘や法外な手数料。白川氏はそ
の弊害を現場で見続けてきた。「M&Aは
金儲けではない」。原点はそこにある。
　財団の基本姿勢は明快だ。売り手と買
い手の双方から手数料を取る仲介は構
造上の利益相反を抱えるとし、片方に立
つファイナンシャルアドバイザー（FA）

として伴走すべきとの立場をとる。担い
手は関与先の財務や経営を熟知する会
計事務所こそふさわしい――。白川氏が
全国で多数の案件を経験するなかでた
どり着いた結論である。2014年の財団設
立以来、第三者承継士養成講座を通じて
理念を共有する仲間を増やしてきた。

■国の資格制度にも期待

　国もまた動きを加速させている。中小
企業庁は「中小M&Aガイドライン」を
2023年9月、2024年8月と立て続けに改
訂し、手数料の透明化や不適切な買い手
の排除を業者に強く求めてきた。さらに
2026年3月27日には新たな「中小M&A
資格試験」の実施事業者公募を発表。5月
1日に（株）銀行研修社（東京・中央区）が
採択され、全国で2027年1月から2月に
第1回試験が予定されている。CBT（Com-
puter Based Testing）方式で実施され、合
格者は氏名公表とペナルティ制度で質
を担保する公的検定資格となる見通し
だ。
　白川氏はこうした国の動きを歓迎す

る立場である。これまで担当官僚との面
談を重ね、必要なら事業承継のノウハウ
を無償提供する姿勢で接してきた。「国
の制度が真に機能するのであれば、当財
団の資格がなくなることも厭わない」。
資格制度の創設自体が目的ではない。現
場で必要なスキルを持つ担い手を増や
すことこそが、ただ一つの目的だからで
ある。しかし、10年間で300件のM&A事
案を経験した白川氏のエッセンスを詰
め込んだ同財団の講習や教材の価値も
重い。国の資格制度を現場の実体験から
補強する位置づけになるのではないだ
ろうか。

■夢であってはならない1万人構想

　構想は壮大だ。第三者承継士を1万人
体制とし、その多くを会計事務所の所長
やスタッフが担う。1人が年間6件を支援
すれば、理論上は休廃業・解散を余儀な
くされる年間約6万社の出口支援が可能
な体制が整う計算となる。基盤となる売
上を持つ会計事務所だからこそ、多額の
報酬を求めず関与先に寄り添える。仲介

大手が採算面で手を出せない領域こそ、
会計人の出番である。後継者不在に苦し
む127万社――。その受け皿づくりに、白
川氏は会計人の参画を強く呼びかける。
　一見無謀に思える１万人という数字。
しかし、多くの会計事務所が記帳代行や
申告書作成だけで終わっていいはずが
ない。中小企業が抱える事業承継などの
膨大な数の課題解決には、決して夢で終
わらせてはいけない国としての背景があ
る。会計事務所が当たり前のようにM&A
や事業承継の相談に乗る環境が、日本に
は必要である。

■新幹線は止まらない

　財団の運営にも新たな展開が生まれ
た。「もし新幹線の運転手が病気になった
ら、新幹線は止まるのか」――白川氏が投
げかけられた忘れられない問いである。
代表が倒れても歩みを止めない組織へ。
白川氏は、信念に共感する仲間と出会え
た。（株）船井総研あがたFAS（東京・中央
区、代表取締役社長＝光田卓司氏）の多
賀谷博康取締役と中野宏俊執行役員が、
養成講座の講師として今春から参画し
た。組織基盤の強化が着実に進む。
　第三者承継士養成講座の無料オープ
ンセミナーは6月10日（水）にオンライン
で開催される。第2クールは7月、第3クー
ルは11月から12月にかけて、いずれも全
3日間で開講予定だ。会計人による中小
零細企業のM&A支援――。白川氏らの熱
い志に賛同する仲間を、財団
は広く参加を呼びかけている。
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税理士・司法書士　渡邊浩滋氏
　明治大学法学部在学中に司法書士試験に合格、卒業後に総合商社へ入社し、法務部で契約管
理や債権回収などを担当した。退職後に税理士試験へ合格。実家のアパート経営（5棟86室）の危
機的状況を自ら引き継いで立て直した経験を持つ。資産税専門の税理士法人勤務を経て、2011年
12月に独立開業、2022年10月に法人化。2018年には大家さん専門税理士ネットワーク「Knees 
bee」を設立し、フランチャイズ展開で全国の大家さんを支援している。また、AI自動仕訳作成クラウ
ドサービス「AIブックピット」も展開中。

第１回

『第三者承継士』全国に拡大
1万人構想で中小M&A支援
　日本的M&A推進財団が認定する「第三者承継士」が全国に広がる。代表理事の白川正芳氏は、関与先と信頼関係を
築く会計事務所こそ中小M&Aの担い手と説き、1万人体制の構想を掲げる。

現場を変える実践者たち
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